










































224）ドイツ連邦通常裁判所（BGH）の判決について、前掲注159を参照されたい。
225) BGH, II ZR 163/10, NJW 2012, p. 2346 
226）この点について、 拙稿 「EUの基本権保護」平成国際大学法政学会編『平成法政研究』第16巻

第2号（2012年3月） 21～51頁を参照されたい。
227) Case C-47/14 Holterman Ferho Exp!oitatie a吋 others,op. cit., para. 46 
228) Arnold, op. cit, NJW 2015, p. 2484 
229) Case C 232/09 Danosa, op. cit., para. 51; Case C 229/14 Balkaya, op. cit., para. 39. See also Arnold, 

op. cit., NJW 2015, p. 2484 
230) Lunk, op. cit., NJW 2015ョpp.528 529 
231) Case C-229/14 Bα！kaya, op. cit., paras. 40 and 48 
232) Case C 229/14 Ba!kaya, op. cit., para. 40; Case C-201/01 Wα！cher, ECLJ:EU:C:2003:450, paras. 43・

5 l.なお、後者の ECJ判決（つまり、 CaseC 201/01）で扱われた指令第80/897号第2条第2項は、
「労働者Jの解釈を加盟国に委ねている。

233) Case C 107/94 Asscher, op. cit., para. 26.なお、この ECJ判決について、前掲注200を参照された

234）前掲注84を見よ。
235) ECJの判決より先に、同旨の見解を説く学説について、 Mankowski,op. cit., RIW 2004ョpp.167 

172 III. 
236）ドイツ連邦通常裁判所 （BGH）の判決に関し、 前掲注 159を参照されたい。
237) Case C-229/14 Ba/kaya, op. cit., para. 41 
238）同旨の見解として、また、比較法的考察として、 Manlくowski,op. cit., RIW 2004, pp. 167-172を

参照されたい。なお、厳密には、EU法上の労働者性の認定に契約の締結は必要とされないが、
この点について、前掲注166を参照されたい。

239）これとは異なり、EU法独自の観点、から狭く 解釈する場合もある。これは原則に対する例外は
限定的に適用されなければならないという一般法原則に基ついている。BrusselsI規則l第5条第3
号（Brusselsla規則第7条第2号）の意昧における不法行為の結果発生地の解釈について、SeeC 
352/13 CDC Hydrogen Peroxide, ECLI:EU:C:2015:335, para. 37; Case C-375/13, para. 43; Case C 
-47/14 Holterman Ferho Exploitαtie and others, op. cit., para. 72 

240）前掲注目内の ECJ判決を参照されたい。
241）前掲注目7を見よ。
242) Case C-229/14 Ba!kaya, op. cit., para. 48 
243) Hohenstatt and Naber, op. cit., NZA 2014, p. 639 
244）使用者の指示に従うことが「労働者Jの特性であることに対し、自営業者はそのような指示を

受ける雇用関係にない。この点について、 Opinionof GA Leger in Case C-107/94 Asscher, op. cit., 
para. 29を参照されたい。

245）母性保護にかかる EU指令の適用に関する同趣旨の ECJ判例として、 CaseC-232/09 Danosa, op 
cit., paras. 41 42を参照されたい。

246) Case 66/85 Lawrie-Blum, op. cit., para. 17 , Case C 138/02 Collins [2004] ECR 1 2703, para. 26 
247）例えば、 EC指令2003/08号の意味における「労働者」について、 CaseC-428/09 Union sy1C凶 cede

Solidaires Jsere [2010] ECR 1 9961, paras. 32 33、EEC指令92/85号の意味における 「労働者jに
ついて、 CaseC-232/09 Danosa, op. cit., para. 39、BrusselsIa規則第22条第l項（BrusselsI規則
第22条第l項）の意味における 「労働者」について、 CaseC-47/14 Holterman Ferho Exp/oitatie and 
others, op. cit., paras. 41-49を参照されたい。

248) ECJが先例で示した 「労働者jの定義は、そのケースで、扱われた特定の EU法に関するもので
あり、その他の EU法上の 「労働者jの概念は明らかになっていないとの考えに基っき、新た
にECJに判断を求めたケースとして、 CaseC-232/09 Danosa, op. cit., paras. 38 56を参照された
い。また、この点について、 Fischer,op. cit., NJW 2011, p. 2330; Yielmeier, op.臼t.,NJW 2014, 
p. 2679を見よ。なお、前掲の Danosa事件では母性保護指令の意味における「労働者」の概念
が問題になったが、そこで ECJが示した解釈基準は、他の EU法（大量解雇に関する指令）に
おける「労働者」にも適用されるか問題になったケースとして、 CaseC 229/14 Balkaya, ECLI 
EU:C:2015:455 (paras. 30 and 31）がある。同事件について、 Hohenstattand Naber, op. cit., NZA 
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2014,p. 639を参照されたい。Seealso ArbG Verden, op. cit., Griinde, 5, a), aa) 
249）この点について、 Streinz,op. cit., para. 628を参照されたい。なお、 「労働者」の概念に関する

ECJのリーデイングケースは Case66/85 Lawrie Blum, EU C: 1986:284であり、同判決が重要な
う＼：；j§ljとなっている。

250) Case C-229/14 Balkaya, op. cit., para. 39では、特定の EU法に限定せず、取締役や執行役員の
労働者性について ECJの判断が示されている。

251）前掲注47を参照されたい。
252) Luttringhaus, op. cit., EuZW 2015, p. 906.なお、被告は 「労働者jにあたると判断されるとき、

同人の不法行為責任を追及する訴えも労働契約に関する訴えを管轄する裁判所の管轄に属する
が（第l章1(a）参照）、不法行為の準拠法は、 RomeI規則lではなく、 RomeII規則に従い決定さ
れる。

253）準拠法が選択されていないケースについて、 CaseC-64/12 Sch/ecker, ECLI:EU:C:2013:551. See 
also Lunk and Leder, op. cit., NJW 2015, p. 1579; Uittringhaus, op. cit., EuZW 2015, p. 82 

254）前掲注203を見よ。なお、法人の準拠法の決定に関する EU法上の問題について、拙稿「EU法
上の基本的自由と国際私法」石川明永田誠 三上威彦編 『ボータレス社会と法』（信山社出
版 2009年） 325～345頁を参照されたい。
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